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大阪府は、精神障がいの有無や程度にかかわらず、だれもが安心して自分らしく暮
らすことができるよう、市町村単位・圏域単位・都道府県単位の協議の場が連携した
「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」による重層的な連携支援体制の構
築を進めます。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業
自治体情報シート

大阪府

大阪府における「精神障がいにも対応した
地域包括ケアシステム構築」について
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大阪府
１ 大阪府の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）

大阪府

取組内容
【精神障がい者の地域移行の取組み】
・大阪府では、「地域精神医療体制整備広域コーディネー
ター」を配置し、精神科病院職員の退院促進に関する
理解促進・退院の可能性のある患者の把握を実施し、
市町村の支援者へのつなぎを行ってます。

・病院だけで退院支援を行うことが難しい複合的な課題の
ある個別事例について、伴走支援を行っています。

【地域包括ケアシステムに係る協議の場】
・市町村・圏域の「にも包括」に関わる協議の場に、広域
コーディネーター等が積極的に参画し、それぞれの地域
の課題を共有し、好事例の横展開を行います。

・大阪府の協議の場では、市町村・圏域の協議の場の運営
状況の把握を行います。

障害保健福祉圏域数（R5年4月時点） 政令市除く 16 か所
市町村数（R5年4月時点） 政令市除く 41 市町村
人口（R5年4月時点） 政令市除く 5,197,406 人
精神科病院の数（R5年4月時点） 60 病院
精神科病床数（R４年6月時点） 17,702 床
入院精神障害者数 合計 14,992 人

（R４年6月時点）
３か月未満（％：構成割合）

3,753 人

25.0 ％
３か月以上１年未満 2,475 人
（％：構成割合） 16.5 ％

１年以上（％：構成割合）
8,764 人
58.5 ％

うち６５歳未満 3,252 人
うち６５歳以上 5,512 人

退院率（R２年３月時点）
入院後３か月時点 65.4 ％
入院後６か月時点 81.9 ％
入院後１年時点 89.1 ％

相談支援事業所数 基幹相談支援センター数 76 か所
（R４年４月時点） 一般相談支援事業所数 245 か所

特定相談支援事業所数 615 か所
保健所数（R５年４月時点）政令市除く 16 か所
（自立支援）協議会の開催頻度（R
４年度）

（自立支援）協議会の
開催頻度 2 回／年

精神領域に関する議論を
行う部会の有無 有・無

精神障害にも対応した地域包括ケア
システムの構築に向けた保健・医
療・福祉関係者による協議の場の設
置状況（R５年４月時点）

都道府県 有・無 1 か所
障害保健福祉圏域

(政令市除く) 有・無 16 ／ 16 か所／障害圏域数

市町村
(政令・中核市

除く）
有・無 34 ／ 34 か所／市町村数
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

大阪府

・長期入院精神障がい者の退院の促進
１ 大阪府では、1年以上の長期入院患者数の削減を目指し

平成29年度～令和元年度 「長期入院精神障がい者退院促進事業」
令和２年度 ～継続中 「長期入院精神障がい者退院支援強化事業」
として、退院促進に関する事業を継続して実施しています。

２ 府が配置している「地域精神医療体制整備広域コーディネーター」が、病院職員の退院促進
に関する理解促進や、退院の可能性のある患者の把握と、対象者を市町村の支援につなぐ役
割を果たします。また、病院だけで退院支援を行うことが難しい複合的な課題のある個別事
例について、伴走支援を行っています。

・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて
１ 精神障がいの有無や程度にかかわらず、だれもが安心して自分らしく暮らすことができるよ

う、重層的な連携による支援体制を構築するために、市町村単位、圏域単位、都道府県単位
の協議の場が連携し精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムが構築されるための支援
を行っています。

２ 市町村や圏域の協議の場に府の広域コーディネーター等が出席し、情報の集約を行い、課題
を共有し、好事例の横展開を行います。また大阪府の協議の場において各地域の課題を広域
的に集約し、状況の把握に努めています。
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大阪府

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

府

地域移行支援は個別給付化。
府の事業として「地域体制整備コーディネーター」を相談支援事業
所等に委託（各保健所圏域）

市町村に自立支援協議会に
精神障がい者の地域移行を検討
する専門部会の設置を要請

平成12年度
～23年度

大阪府における
退院促進に係る事業

平成24年度
法改正

地域移行制度化

平成25年度
～26年度

「市町村精神障がい者地域移行推進体制整備事業」として、「地
域相談支援マネージャー」を相談支援事業所等に委託
（各保健所圏域）

市町村協議の場の
立ち上げ

（自立支援協議会の部会
を位置づける場合もあり）

平成27年度
～28年度

「長期入院精神障がい者地域移行総合的推進体制検証モデル
事業」として、「精神障がい者地域移行アドバイザー」を相談支援
事業所等に委託（各保健所圏域）

府障がい者自立支援協議
会 地域支援推進部会
「精神障がい者地域移行
推進ワーキンググループ」の
立ち上げ

市町村協議の場

平成29年度
～令和元年度

同ワーキンググループを
「大阪府の協議の場」に
位置づけ

「長期入院精神障がい者退院促進事業」として、
「地域精神医療体制広域コーディネーター」6名を府に配置

圏域協議の場の
立ち上げ

令和2年度～
大阪府協議の場 圏域協議の場

「長期入院精神障がい者退院支援強化事業」として、「地域
精神医療体制広域コーディネーター」 6名を府に継続配置

市町村

保健所
圏域

府 保健所
圏域

市町村

自立支援協議会等に係る各地域の会議

「精神医療相談・医療連携体制の構築に係る事業」として、「精神障
がい者医療相談事業」の一部を実施 等

地域包括ケアシステム構築推進事業

府の保健所において、病院から推薦のあった患者の退院に向けた
支援を行い、課題として挙げられる社会資源の充実等について検討を
行うため、保健・医療・福祉の関係者からなる「自立支援促進会議」
を開催(平成23年度で廃止）

大阪府では、退院促進支援に係る事業を継続実施
事業名：社会的入院解消研究事業 →

地域生活移行支援研究事業 →
精神障がい者退院促進支援事業

府
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大阪府

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果
＜令和４年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（R４年度当初）

実績値
（R４年度末） 具体的な成果・効果

①都道府県ごとの協議の場の開催 Ｒ4年度中
2回開催 2回開催

大阪府の現状についての把握と各地域における課
題や情報を集約。
「長期入院精神障がい者退院支援強化事業」の
実績について共有した。

②保健所圏域ごとの協議の場の開催

R４年度中
全圏域18か所
（政令市・中核市
合計９市含む）で
開催

１７／１８
新型コロナ感染症対応が多忙な中でも、保健所を
中心に協議の場を開催することで、現状の把握や
地域の問題点を共有し、支援者の孤立を防ぎ支
援をつなぐことが出来た。

③市町村ごとの協議の場の開催
R4年度中
全市町村で開催
(合同設置含む）

３０／３４

府内市町村の協議の場に積極的に地域精神医
療体制整備広域コーディネーターが参加する
ことで、大阪府全域における協議の場の状況の
把握が可能になり、好事例の横展開を実施し、地
域と精神科病院との顔つなぎなど、きめ細かな支援
の展開につながった。

④長期入院精神障がい者退院支援強化事業

院内研修 30回
全体研修 1回
退院支援ピアサ
ポート強化事業な
どの実施 対象9圏
域全て

・院内研修 18回
・全体研修 1回
・ピアサポート強化
事業
6圏域／9圏域

コロナ禍において、精神科病院への研修やピアサ
ポート活動はかなり制約を受けたが、途切れること
なく、可能な時期に、形態を工夫しての研修実施
や、非接触媒体作成による退院意欲喚起を継続
できた。
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大阪府
５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
○大阪府が広域に配置している「地域精神医療体制整備広域コーディネーター」が、各市町村や圏域の協議の場に参加して連携するこ
とにより、それぞれの状況把握や好事例の横展開が可能となっている。また、大阪精神科病院協会の協力を得て、精神科医療機関から
圏域協議の場等へのスムーズな参画が図れている。
○「長期入院精神障がい者退院支援強化事業」における精神科病院職員研修や退院支援ピアサポート強化事業などの継続により、退院
意欲喚起を図り、病院と地域の支援者との顔つなぎが可能となっている。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

○長期入院患者数の全体的な
減少に比べて、精神科病院に
おける「ニューロングステ
イ」（入院期間が1年以上5年
未満）が多い。

○地域移行する際の地域の受
け皿が不充分

☆「にも包括」協議の場の活性化
☆精神科病院への働きかけの強化
☆課題の共有と好事例の横展開

行政 制度の利用の促進 人材育成
相談支援体制の整備

医療
「押し出す力」
研修実施などによるスタッフの啓発・地域移行に関す
る意識の改革 など

福祉 「引っ張る力」
好事例の共有 顔の見える関係づくり など

広域コーディネータ―（府） 「押し出す力」と「引っ張る力」のマッチング

課題解決の達成度を測る指標
現状値

（令和４年度の
開催状況）

目標値
（令和５年度末） 見込んでいる成果・効果

①協議の場の開催状況
②院内研修実施回数
③退院支援ピアサポート強化事業実施圏域の拡大
(現在9圏域対象）

①90.6%
②18回
③6圏域で実施

①100％
②30回
③9圏域

病院からの「押し出す力」と地域から「引っ張る力」を
マッチングすることで、支援者同士の顔つなぎが実現。
地域の支援力が向上し、長期入院患者が減少する。
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大阪府
６ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための連携状況

【にも包括構築の体制】
大阪府福祉部障がい福祉室生活基盤推進課に「地域精神医療体制整備広域コーディネーター」を配置し、圏域・市町村の協議の場に可

能な限り参加し、課題を共有し、好事例を横展開して地域から「引っ張る力」を強化する。また、「長期入院精神障がい者退院支援強化
事業」において、病院職員研修やピアサポート強化事業を実施し、病院からの「押し出す力」を強化し、地域の「引っ張る力」とマッチ
ングする。

所管部署名 所管部署における主な業務

福祉部障がい福祉室
生活基盤推進課

・地域精神医療体制整備広域コーディ
ネーターを配置
・大阪府の協議の場（大阪府自立支援
協議会地域支援推進部会精神障がい者
地域移行推進ワーキンググループ）を
運営

※各部門の状況はできるだけ詳しく記載ください

連携部署名 連携部署における主な業務

健康医療部保健医療室
地域保健課

・構築推進事業の実施（精神医療相談
など）
・管轄保健所における圏域協議の場の
運営、圏域内精神科医療機関との連携
など

各部門の連携状況 強み・課題等

保健
保健所における圏域協議の場（年1回以上の開催）に
おいて、地域の精神保健医療福祉それぞれの支援者同
士の連携を図っている。

各市町村の協議の場に、保健所や大阪府広域コーディネーター
が参画することにより、三層構造による連携が具体的に進んで
いる。今後は、地域ごとのばらつきなどに対して、底上げを
図っていく。

医療
府としては、精神医療相談などの専門相談を実施。
大阪精神科病院協会の協力による圏域協議の場への精
神科医療機関の参画など、精神医療と地域支援者との
連携が促進されてている。

大阪精神科病院協会の協力により、圏域協議の場に必ず圏域の
精神科病院の参画を得ており、精神科医療との連携が充実して
いる。今後は精神医療と福祉の具体的な連携方法について検討
していく。

福祉
市町村の協議の場に、圏域保健所や大阪府広域コー
ディネーターが積極的に参加し、地域支援者の広域的
な連携を図っている。

各市町村の協議の場の状況を、圏域や府の協議の場で把握する
ことにより、課題の共有化が可能となっている。今後は、好事
例を横展開し、全体的な底上げを図っていく。

その他関係機関・住民等
大阪府の協議の場には、精神科医療機関・家族会・当
事者会・福祉サービス事業所などの代表者が参画。収
集した地域情報を共有し、連携の強化を図っている。

各方面の代表者に参画してもらうことで、共有された課題が広
く伝達されている。今後も、タイムリーな状況把握を目指し、
共有された課題の解消を目指す。
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大阪府
７ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための協議の場の実施状況

【その他事項】 ※協議の場運営における課題や悩んでいる点、アドバイザーに相談したい事項など、自由に記載ください
・「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築に係る協議の場以外にも連携会議が増加する中、参集する会議のメン
バーにそれほど違いがない中、テーマの違う会議を複数回開催することに、事務局を担っている市町村担当者や基幹相談支援セン
ター職員に負担がかかってきている。それぞれの会議について目的を明確化し、可能ならば集約するなど開催に関する工夫が必要と
なっているが、全体的なアドバイスが可能な人がいない。

（Ex. 「にも包括」協議の場の他、地域生活支援拠点に関する検証会議、重層的支援体制整備に関する会議など開催が必要と言われ
ている会議について集約が出来ない、など）

名称 協議の場の構成員 開催頻度 実施内容 特記事項等（課題・強み
等）

大阪府自立支援協
議会地域支援推進
部会精神障がい者
地域移行推進ワー
キンググループ

学識経験者、精神科医療機
関、福祉関係者、当事者・
家族会、市町村 等 年２回

・市町村・圏域の協議の
場で検討された課題を集
約

・「長期入院精神障がい
者退院支援強化事業」の
実績確認と今後の方向性
についての検討

・大阪府内の市町村・圏域協議の場
に大阪府の地域精神医療体制整備広
域コーディネーターが出席すること
により、具体的な課題の共有が可能
となっている。
・精神科病院の協力による職員研修
やピアサポート強化事業、複合的な
課題のある個別ケースの伴走支援等
の実施により、精神医療との連携に
おける課題の集約も具体的に可能と
なっている。
・精神保健医療福祉連携強化に向け
て、必要な状況把握と情報伝達が可
能となっている。
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大阪府

６ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

R５年４月～

R５年８月

R６年２月

長期入院精神障がい者退院
支援強化事業の継続実施

圏域・市町村協議の場への
参画(随時)

第1回大阪府協議の場開催

第2回大阪府協議の場開催

1年以上の長期入院精神障がい者の退院を目指す取組みを継続し、
地域移行のネットワークの充実を図る
○精神科病院職員研修の実施
退院支援ピアサポート強化事業の実施

○市町村（協議会等）に対象者をつなぎ、関係機関の連携・
協力によるケース検討体制を構築

○病院だけで退院支援を行うことが難しい複合的な課題のある
個別事例に対する伴走支援の実施

広域コーディネーターが、府内の可能な限り全圏域・市町村の協
議の場へ参画し、地域の状況や課題を把握し、好事例の横展開を
実施

大阪府の現状を把握し、個別支援から見えてきた課題の共有を実
施

大阪府における「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステ
ム」の構築について進捗状況を確認し、必要な情報共有を実施す
る。
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